
 

平成２５年度当初予算 選択・集中プログラム取組概要 
 

 

 

 

 
県民の皆さんの命を守ることを最優先として緊急かつ集中的に取り組むべき対策を定めた「三重県
緊急地震対策行動計画」や新たに策定する「三重県新地震対策行動計画（仮称）」、災害に強い地域づ
くりをめざす「三重風水害等対策アクションプログラム」等の計画に基づく取組を確実に進めていき
ます。また、市町をはじめとした関係機関との連携を充実させ、「備えるとともに、まず逃げる」た
めの対策や防災教育の推進、地域防災の核となる人材の育成、自然災害に備える基盤施設の整備等に
重点的に取り組むなど、県全体の災害対応力を高めていきます。 

 

 

 

 ※各指標のＨ23 年度数値は現状値 

 

目標項目の説明 

県関係部局が減災に向けて緊急に取り組む行動項目（アクション）の進捗率の平均値 
 

 
・ 「三重県緊急地震対策行動計画」の目標を達成するため、市町が緊急かつ集中的に実施する避

難対策事業を重点的に支援しています。また、津波避難における三重県モデルの構築に向け、

県内２地域（伊勢市、熊野市）において、住民一人ひとりの津波避難計画の策定等、地域と一

体となった取組を進めているほか、新たな避難所運営マニュアル策定指針を策定するため、要

援護の当事者となる方にも参画いただいた委員会を立ち上げ、検討を重ねています。さらに、

防災啓発については、住宅の耐震化や避難訓練など視覚に訴える番組の放送、市町等と連携し

て、地域に根ざした内容を盛り込んだシンポジウムの開催等、「防災の日常化、生活習慣化」を

意識した啓発活動を展開しています。 

・ 県民の皆さんの耐震化意識の高まりに加え、平成 23年度に支援制度を拡充した効果もあり、木

造住宅の耐震化補助への申込については、当初見込みを上回るペースで推移しています。また、

県立学校や私立学校、災害拠点病院等の医療施設、社会福祉施設（高齢者関係施設、障がい者

福祉サービス施設、児童福祉施設）の耐震化についても、目標達成に向けた取組を進めていま

す。 

・ 東日本大震災で明らかになった課題や最新の知見等をふまえて、「地震被害想定調査」の実施、

「三重県新地震対策行動計画（仮称）」の策定など、新たな防災・減災対策の基本となる取組を

進めています。また、大規模災害に対応する広域的な支援・受援体制の整備を図るため、図上

訓練等を通じた災害対策本部の体制についての検証、「三重県市町災害時応援協定」の見直し、

原子力災害対策や原子力事故等発生時の対応について学識経験者からアドバイスをいただく体

制整備を行ったほか、広域防災拠点・資機材整備のあり方についての検討を進めています。 

 

目標項目  H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

目標値 － 30.2% 61.8%  100.0% 緊急減災に向けた行動項目 

（アクション）の進捗率 実績値 －     

プロジェクトの目標 

プロジェクトの数値目標 

進捗状況（現状と課題） 

緊急課題解決１ 命を守る緊急減災プロジェクト  （主担当部局：防災対策部） 



 

・ 災害拠点病院等における資機材購入の取組に対する支援やＳＣＵ（広域搬送拠点臨時医療施設）

に配備する医療用資機材等の整備を行うほか、緊急輸送道路（橋梁耐震対策、法面対策を含む）

の整備や道路啓開マップの作成、国・市町・建設企業との連携による訓練の実施など災害発生

時に迅速な道路啓開を行うことができる態勢整備等の取組を進めています。また、災害発生時

における被害の未然防止・拡大防止を図るため、交番・駐在所に避難誘導用資機材を整備する

などして、地域における防災拠点として重要な交番・駐在所の機能強化に取り組んでいます。 

・ 「防災ノート」等を活用した学習、「子ども防災サミット in みえ」の開催、学校の防災学習の

支援、学校防災のリーダーとなる教職員の養成、小中学校防災機能強化補助金を活用した資機

材整備等学校の防災機能強化への支援を行いましたが、さらに学校における防災対策・防災教

育を促進していく必要があります。また、地域の防災人材の育成については、三重さきもり塾、

みえ防災コーディネーターの養成、自主防災組織リーダー研修を実施しているほか、新たに女

性や次世代を担う子どもたちを対象とした講座を開催します。なお、これまで育成してきた「三

重のさきもり」や「みえ防災コーディネーター」等の防災人材について、「育成から活用へ」を

主眼に置き、今後どのように効果的に活用していくのか、防災人材の育成・活用に関する新た

なしくみの検討を行っていくことが必要となっています。 

・ 大規模地震・津波の発生に備えて、海岸や河口部の堤防機能の確保を図るため、その脆弱箇所

の補修・補強対策に取り組むとともに、避難路等の整備・改修、防潮扉や水門の動力化等の取

組を進めています。また、風水害からの安全・安心を確保するため、河川に堆積した土砂の撤

去、河川・海岸・土砂災害防止施設の整備、水防情報の提供に取り組んでいます。 

 

 
  安全・安心で災害に強い三重づくりの共通指針とするため、「三重県地域防災計画（地震・津波

対策編）」を抜本的に見直すとともに、「三重県新地震対策行動計画（仮称）」を策定し、新たな防

災・減災対策に取り組んでいきます。「地震被害想定調査」の結果をふまえた石油コンビナート防

災アセスメントや、紀伊半島大水害の課題をふまえた風水害対策の見直しを行っていきます。また、

東日本大震災の発生を機に高まった、防災に関する県民の皆さんの「意識」を「行動」へと結びつ

けていくため、防災啓発番組、シンポジウム等の取組の継続に加え、津波避難における三重県モデ

ルや新たな避難所運営マニュアル策定指針の県内各地への普及、災害用の備蓄物資（白い小箱）を

活用した啓発活動の実施等、新たな活動も展開していきます。 

さらに、木造住宅及び公共施設等の耐震化や、緊急輸送道路の重点的かつ効率的な整備を進める

とともに、道路啓開を迅速に展開できる態勢整備として、必要な資材を備蓄する基地の整備、リダ

ンダンシーの確保が困難な箇所について、道路構造の強化に取り組みます。このほか、学校におけ

る「防災ノート」の活用などによる防災教育をより推進するとともに、災害医療対応マニュアルに

基づく災害医療体制の充実や、災害時要援護者の視点に立った取組の展開を図っていきます。 

加えて、海岸や河口部の堤防等の脆弱箇所への対策、防潮扉の動力化や水門の遠隔操作化、避難

路等の整備を進めるとともに、堆積土砂の撤去、河川・海岸・土砂災害防止施設の整備、水防情報

の提供等に取り組み、総合的な防災・減災対策を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

平成 25 年度の取組方向 



 

 
 
＜実践取組１＞「『逃げる』ための課題」を解決するために 

 

 

●地域減災対策推進事業 

   予算額：(24) ３００，０００千円 → (25)  ３７５，３００千円 

   事業概要：南海トラフを震源とする巨大地震、内陸活断層による地震や、台風等の風水害から

県民の皆さんの命を守るため、市町が実施する避難対策、強震動対策、孤立化防止

対策等の減災対策を支援します。 

 

●緊急避難体制整備事業 

   予算額：(24) ８，７５２千円 → (25)  ３，１８６千円 

   事業概要：避難所運営マニュアル策定指針や津波避難に関する三重県モデルを活用した市町及

び地域の取組が促進されるよう支援します。 

 
＜実践取組２＞「地震による建物被害軽減に向けた課題」を解決するために 
 

 

●医療施設耐震化整備事業 

   予算額：(24) ８０３，０３７千円 → (25)  ２１３，７１６千円 

   事業概要：大規模地震等の災害時に重要な役割を果たす災害拠点病院等の医療施設の耐震整備

に支援を行い、地震発生時における適切な医療提供体制の確保を図ります。 

 

●災害医療体制強化推進事業 

   予算額：(24) ２２，０００千円 → (25)  ７９，２１０千円 

   事業概要：大規模災害発生時の医療提供体制の充実強化を図るため、地域の拠点となる医療施

設の耐震整備等に支援します。 

 

●（新）高齢者関係施設耐震改修補助事業 

   予算額：(24) － 千円 → (25)  １５３，７２８千円 

   事業概要：特別養護老人ホーム等の入所施設が、利用者の安全を確保するために行う耐震改修

の取組を支援します。 

 

●障がい者福祉サービス施設減災対策推進事業 

   予算額：(24) １７０，４３５千円 → (25)  ６１，４４６千円 
   事業概要：障がい者福祉サービスを実施する施設における利用者の安全・安心を確保するため、

施設の耐震化等を支援します。 
 

 

●私立学校校舎等耐震化整備費補助金 

   予算額：(24)  ４８，７５２千円 → (25) １０５，３５７千円 

   事業概要：私立学校における校舎等の耐震化事業に対して補助を行うことにより、安心して学

べる環境の整備を促進します。 

 

主な事業 

防災対策部 

健康福祉部 

環境生活部 



 

 

 

●待ったなし！耐震化プロジェクト 

   予算額：(24)  ２１８，１２５千円 → (25)  ３１３，７６３千円 

   事業概要：地震による被害を軽減させるため、木造住宅の耐震診断、耐震補強等を支援し、住

まいやまちの安全性を高めます。 

 

 

●学校施設の耐震化推進事業 

   予算額：(24)  ８２７，７２７千円 → (25) ７２９，２３２千円 

   事業概要：耐震性が確保されていない学校の建物の耐震化を実施するとともに、外壁、天井材

などの非構造部材の耐震対策など防災対策を進めます。 

 
＜実践取組３＞「災害対応力強化に向けた課題」を解決するために 
 

 

●新たな防災・減災対策推進事業 

   予算額：(24) １７８，７７７千円 → (25) ２９，９７１千円 
   事業概要：安全・安心で災害に強い三重づくりに取り組むための共通指針とするため、見直し

中の三重県地域防災計画（地震・津波対策編）や三重県新地震対策行動計画（仮称）
を県民、事業者、地域、関係機関へ周知します。また、紀伊半島大水害での課題を
ふまえ、三重県地域防災計画（風水害等対策編）等の見直しを進めます。 

 

●広域防災拠点施設整備事業 

   予算額：(24) １８，１６４千円 → (25) ３８，００３千円 

   事業概要：大規模災害発生時の県内への広域的な支援・受援体制の拠点として、北勢広域防災

拠点を整備するため、整備に必要な測量・調査・設計を実施します。 

 

●（新）コンビナート防災対策推進事業 

   予算額：(24) －   → (25) １４，６１２千円 

   事業概要：「石油コンビナート等防災計画」の見直しについて検討するため、石油コンビナー

ト防災アセスメント(被害想定)を実施します。 

 

 

●災害医療体制強化推進事業 

   予算額：(24)  ７４，４８８千円 → (25)  ３２，５１７千円 

   事業概要：大規模災害発生時の医療提供体制の充実強化を図るため、災害時に適切に対応でき

る医療従事者の育成、災害時に医療活動の拠点となる災害拠点病院等の取組支援、

地域の関係機関が連携した災害医療体制の構築等に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

県土整備部 

教育委員会 

健康福祉部 

防災対策部 



 

 

●道路啓開対策事業 

   予算額：(24)  ３８０，０００千円 → (25)  ５３０，０００千円 
   事業概要：大規模地震・津波が発生した際に孤立が懸念される熊野灘沿岸地域において、道路

啓開（緊急車両等が通れるように、がれきなどを処理し、段差を修正するなど、救
援ルートとして最優先で確保すること）を迅速に展開できる態勢の整備を進めます。 

 

●緊急輸送道路整備事業 

   予算額：(24)  ３，１２３，７９９千円 → (25)  ２，４４８，１９９千円 
   事業概要：災害時に人員や物資などの交通（輸送）が確保されるよう、緊急輸送道路に指定さ

れている県管理道路の整備を進めます。 
 

 

●地域を支える警察活動強化事業 

   予算額：(24) ２，５２６千円 → (25) ２，５２６千円 

   事業概要：地域住民の安全安心のよりどころとして重要な防災拠点として、交番・駐在所の機

能強化を進めます。 

 
＜実践取組４＞「自らの命を自ら守るための課題」を解決するために 

 

 

●防災関連人材活動強化事業 

   予算額：(24) ２４，８６７千円 → (25)  １６，８３６千円 

   事業概要：災害に強い地域づくりを進めるため、女性を中心とした防災人材の育成に緊急に取

り組み、男女共同参画の視点に配慮した防災・減災対策の推進や災害時要援護者を

支援する体制整備を進めます。 

 

 

●学校防災推進事業 

   予算額：(24) １４，２３３千円 → (25) ２３，４１３千円 
   事業概要：大規模地震等の自然災害に備え、学校における平常時の防災教育・防災対策の充実

を図るとともに、災害時に児童生徒の安全確保のための迅速かつ的確な対応が可能
となるよう、学校防災のリーダーとなる教職員を養成します。           
また、学校における防災タウンウォッチングや防災マップづくりなどの体験型防災

学習の支援、防災ノート等を活用した学習、宮城県との交流事業の実施など、防災

教育の充実を図るとともに、保護者、地域住民等との合同の避難訓練や防災学習の

支援を行うことで、学校・家庭・地域の連携を促進します。 

 

●学校防災機能強化事業 

   予算額：(24) ４４５，０４９千円 → (25) １９７，８８１千円 
   事業概要：大規模災害発生時に、児童生徒の安全を確保し被害を軽減するため、市町が実施す

る小中学校の非常用発電機や投光器等の防災機器の整備等を支援するとともに、県
立学校の防災機能を強化します。 

 

 

 

県土整備部 

警察本部 

教育委員会 

防災対策部 



 

＜実践取組５＞「自然災害に備える基盤施設の整備に向けた課題」を解決するために 
 

 

●沿岸地域避難路等緊急整備治山事業 

   予算額：(24)  ２７３，０００千円 → (25)  ５０，０００千円 

   事業概要：南海トラフを震源とする巨大地震による津波の被害が想定される避難路等について、

緊急総点検の結果及び国が公表した最大津波高さ等を受け、市町との協議により必

要な改修等を実施します。 

 

●県営漁港海岸保全事業 

   予算額：(24)  ２８５，２７５千円 → (25)  １８８，７５０千円 

   事業概要：海岸堤防の大半は老朽化による施設の機能低下が進行しており、大規模地震発生に

よる破損や津波による破堤被害の拡大が懸念されることから、海岸保全施設の耐震

対策や堤防補強対策を実施します。 

 

●県営緊急津波対策海岸保全事業 

   予算額：(24)  ３７８，０００千円 → (25)  ４２，０００千円 

   事業概要：大規模地震発生時の津波による浸水時間を遅らせ、地域住民の避難時間を確保でき

るよう、防潮扉・水門の動力化等を実施します。 

 

●漁港海岸防災・減災対策プログラム事業 

   予算額：(24)  ４９，０００千円 → (25)  ３５，５０９千円 

   事業概要：高潮や津波が河川を遡上し、背後集落に甚大な被害が発生する恐れがあることから、

高潮や津波による浸水被害から地域住民の安心・安全を確保するため、水門を整備

する町に対し支援します。 

 

●県営漁港施設機能強化事業 

   予算額：(24)  １５７，５００千円 → (25)  ９１３，５００千円 

   事業概要：大規模地震や津波等が発生する恐れがある地域において、自然災害に対して十分な

安全が確保されていない漁港施設の防波堤のかさ上げ等機能強化を実施します。 

 

●市町営農山漁村地域整備事業（水産基盤整備） 

   予算額：(24)  ８７，５００千円 → (25)  １７０，０６３千円 

   事業概要：津波や高潮による漁港及び背後集落の被害軽減を図るため、防波堤を整備する市町

に対し支援します。 

 

 

●緊急河川改修事業 

   予算額：(24)  ８６０,７００千円 → (25)  ８４８，１００千円 
   事業概要：洪水被害の防止、軽減を図るため、治水上支障となっている水門等の改修や河川堆

積土砂の撤去を進めます。 
 

 

 

農林水産部 

県土整備部 



 

●水防情報提供事業 

   予算額：(24)  １８３,５００千円 → (25)  １７６，７５０千円 

   事業概要：異常気象時や災害発生時に現地状況を適切に把握するとともに、市町による避難情

報発出の参考となる情報提供を行うため、水位計、潮位計の設置等を進めます。 

 

●河川施設緊急地震・津波対策事業 

   予算額：(24)  ９３２,８１５千円 → (25)  ９９３，２３０千円 
   事業概要：河口部の河川堤防における脆弱箇所について、緊急に補修を行うとともに、河口部

に設置されている大型水門・排水機場について、耐震対策を進めます。また、避難
時間の確保や操作者の安全を確保するため、水門の遠隔操作化を進めます。 

 

●海岸保全施設緊急地震・津波対策事業 

   予算額：(24)  １,８７２,０５０千円 → (25)  ２，０２５，５５０千円 
   事業概要：海岸堤防における脆弱箇所について、緊急に補強を行うとともに、耐震対策（堤防

基礎地盤の液状化対策）を進めます。また、避難時間の確保や操作者の安全を確保
するため、陸閘（防潮扉）の動力化を進めます。 

 

●急傾斜施設等緊急地震・津波対策事業 

   予算額：(24)  ２３８,２８０千円 → (25)  ３５２，８６０千円 
   事業概要：津波浸水被害想定区域内の土砂災害危険箇所において、避難地・避難路を保全する

ため、擁壁等の急傾斜施設の整備を進めます。 
 


